
企業・医療保険者等と連携した
森林セラピーの新展開

～「働き方改革実行計画」「宿泊型保健指導プログラム」に対応した森林での保養活動～

理事長 安藤 伸樹

林野庁 『“森林資源を活用した観光”推進に向けたマッチング・セミナー』

平成29年12月15日（金）
於：「農林水産省」講堂

＊意見の部分に関しては、あくまでも個人的な見解です



○ 平成18年の医療制度改革の際、政府管掌健康保険について、保険者機能の発揮、加入者・事業主の意見反映、
都道府県単位の運営等、効率的な保険運営を図るため、民営化が決定。

○ 平成20年10月、全国健康保険協会が設立。政府管掌健康保険を国から引き継ぎ、運営。

○ 理事長及び47都道府県支部長にはすべて民間出身者を採用。職員の意識改革を図るとともに、民間のノウハ
ウを積極的に取り入れ、業務の効率化やサービスの向上を推進。

政 管 健 保

≪事業の企画・立案≫

・全国一本の保険運営
・現金給付等の現業的な業務が中心
・年金業務と併せて実施

問題点

保険者機能が不十分

・国と保険者の機能が重複
・地方の企画機能が不十分

加入者・事業主の関与が弱い

全国一本の保険運営

・加入者・事業主の事業運営への
関与が弱い

・地域の医療費を反映した保険料率
にならない

改革
【20年10月】
政府に代わる民間の保険者
である全国健康保険協会の
設立

【18年11月～20年9月】
設立委員会

【18年6月】
医療制度改革法の成立

理念 ・加入者の健康増進
・良質かつ効率的な医療の提供

⇒加入者・事業主の利益の実現設立趣旨

保険者機能の発揮

・国や都道府県の医療政策への意見発信
・加入者の健康づくり
・支部機能の強化

加入者・事業主の意見に基づく運営

・運営委員会・支部評議会での保険料率、事業計画等の議論
・加入者・事業主の声を聴く取組みを推進

都道府県単位の保険料率

・都道府県単位の医療費を反映した料率の設定

業務の効率化、お客様サービスの向上

・民間組織となり、本部・支部のトップを民間から採用
・本部・支部共同の業務改善提案制度、業務改革会議、
システム改善ワーキンググループ等

・給付までの日数短縮や任継保険料の24時間納付などの
利便性を高める取組みを推進

厚 生 労 働 省
社 会 保 険 庁
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「全国健康保険協会（協会けんぽ）」の設立の背景・趣旨



国民健康保険（Ｈ28年3月末）

1,716市町村 3,182万人、
164国保組合 286万人

全国健康保険協会（Ｈ29年9月末）

3,862万人

健康保険組合（Ｈ29年4月1日現在）

1,398組合、2,958万人

共済組合
（Ｈ28年3月

末）

85組合、
877万人

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

（Ｈ28年9月末）

47広域連合
1,613万人

現
役
世
代
が
医
療
費
を
負
担

※事業所全体の約8割
が従業員9人以下75歳0～74歳

サ
ラ
リ
ー
マ
ン

自
営
業
、

無
職
等

1,123事業所（Ｈ28年度）774事業所（Ｈ28年度）

協会から独立
従業員 2人以下

46.6%

従業員 3・4人

16.6%

従業員 5～9人

17.2 %

従業員 10～29人

13.4%

従業員 30～99人

4.7%

従業員
1000人以上

0.05%

約206万

事業所

 3,862万人（国民の3.3人に1人）が加入者。
 中小企業・小規模事業所が多く、事業所全体の約8割が従業員9人以下。

⇒ 「全国健康保険協会（協会けんぽ）」は、サラリーマンの医療保険の最後の受け皿。

○ 保険者の位置づけ ○ 協会の事業所規模別構成（29年9月末）

従業員
100～999人

1.47%
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「全国健康保険協会（協会けんぽ）」の規模
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※ 平成20年10月末における事業所数、被保険者数、被扶養者数をそれぞれ100とし、その後の数値を指数で示している。

事業所数

被保険者数

被扶養者数

H29年9月末

協会けんぽの事業所数・被保険者数・被扶養者数の推移（指数）



出典：「医療保険に関する基礎資料 ～平成26年度の医療費等の状況～」（平成28年12月）厚生労働省保険局調査課
「平成29年度健保組合予算早期集計結果の概要」（平成29年4月14日）健康保険組合連合会
「協会けんぽ月報」（平成29年4月）全国健康保険協会

協会けんぽ 健保組合 共済組合

被保険者
主として中小企業の

サラリーマン
主として大企業の

サラリーマン
国家・地方公務員
及び私立学校職員

保険者数
（29年3月末）

1 1,398 85

加入者数
3,829万人（29年3月末）

本人 2,272 万人
家族 1,557万人

2,958万人（29年3月末）
本人 1,643万人
家族 1,315万人

884万人（27年3月末）
本人 449万人
家族 434万人

加入者平均年齢
（26年度）

36.7歳 34.4歳 33.2歳

加入者1人当たり医療費
（年額）

148,064円
（28年度）

148,583円
（26年度）

152,308円
（26年度）

被保険者1人当たり標準報酬
総額（年額）（26年度）

375万円 548万円 646万円

保険料率 10.00％
（29年度全国平均）

9.168％
（29年度予算 早期集計平均）

8.3％（国平均）
（26年度平均）

同じ30万円の給料なら、
保険料額（月額）は・・・

※労使折半前の保険料額（月額）
30,000円 27,504円 24,900円

 加入者の収入が最も低い「協会けんぽ」が、最も高い保険料率10％となっている。
⇒ 収入が低い者ほど高率の負担を強いられるという逆進的なものとなっており、社会保険制度と

は到底言えない状況。
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協会けんぽ・健保組合・共済組合の比較



●近年、医療費（１人当たり保険給付費）の伸びが賃金（１人当たり標準報酬）の伸びを上回り、協会けんぽの保険財政は赤字構造

1.00 1.00 0.99 1.00 1.00 
0.98 

0.97 0.97 0.97 0.97 0.98 0.99 1.00 

1.00 1.01 

1.05 1.06 

1.09 

1.15 

1.19 

1.23 
1.25 

1.27 
1.29 

1.31 

1.36 
1.38 
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診療報酬改定
▲3.16％

・乳幼児の患者負担の軽減
（３歳未満→就学前）
・診療報酬改定 ▲0.82％

診療報酬改定
＋0.19％

診療報酬改定
＋0.00％

・患者負担の３割化
・総報酬制導入

賃金
（１人当たり標準報酬月額）

診療報酬改定
＋0.10％

（※１）数値は平成15年度を１とした場合の指数で表示したもの。
（※２）▲1.31%は、28年度の改定率▲0.84％に薬価の市場拡大再算定の特例の実施等も含めた実質的な改定率である。

診療報酬改定
▲1.0％

医療費
（加入者１人当たり保険給付費）

赤字構造

年度
（見込み）

（※１）

診療報酬改定
▲1.31%（※2）

標準報酬月額上限引上げ

121万円→139万円
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協会けんぽの保険財政の傾向
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（留意すべき点）

① 「第一次ベビーブーム」（および「第二次ベビーブーム」）の影響が、“波のように”長期にわたり及ぶ。

② 今後、出生数が減少するのは合計特殊出生率が低下するからではない。
母数となる出産年齢人口が減少するからである。
（参考）出生率中位の場合の仮定値は、2010年が1.39、2035年が1.34、2060年は1.35。

③ 100歳以上は、1963年が153人、2010年は約4.4万人、2016年は約6.6万人、2051年は70万人を超
すと見込まれる。
（注）縦軸は年齢、横軸は人口（単位：万人）。
（出典）「国勢調査、推計人口」（1920～2010年）、および「日本の将来推計人口（2012年1月推計）」の出生中位（死亡中位）推計（2011年以降）。

*平成28年度健保組合全国大会 特別講演資料より転用

１９６０年 ２０１０年 ２０６０年

人口構造の変化が健康保険に与える影響
～人口ピラミッドの変化（1960年－2010年－2060年）～
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将来推計人口の基本指標
～2035年には、1.7人の生産年齢人口で１人の老年人口を支え、

2060年には、1.3人の生産年齢人口で１人の老年人口を支える時代に～

年
総人口

(A)

(万人)

人 口 ３ 区 分

高齢化率
(D/A)
(%)

老年人口の
生産年齢人
口に対する
割合(D/C)

(参考)

生産年齢人口
を20～69歳、
老年人口を70
歳以上とした場
合の、老年人口
の生産年齢人

口の割合

年少人口
(B)

(15歳未満)
(万人)

生産年齢人口
(C) 

(15～64歳)
(万人)

老年人口
(D)

(65歳以上)
(万人)

(参考)
再掲

(75歳以上)
(万人)

２０１０年
12,806
(100)

1,684
(100)

8,173
(100)

2,948
(100)

1,419
(100)

23.0

2.8人で
1人を

支える

4.0人で
1人を

支える

２０３５年
11,212
(88)

1,129
(67)

6,343
(78)

3,741
(127)

2,245
(158)

33.4

1.7人で
1人を

支える

2.3人で
1人を

支える

２０６０年
8,674
(68)

791
(47)

4,418
(54)

3,464
(117)

2,336
(165)

39.9

1.3人で
1人を

支える

1.6人で
1人を

支える



8（出典）健康保険組合連合会（2017年9月）

国民医療費の推計



医療保険制度等を取り巻く諸情勢

平成28年 ４月 診療報酬改定
本体＋0.49% 薬価・医療材料▲1.33% 全体▲0.84%
「データヘルス時代の質の高い医療の実現に向けた有識者検討会」が開会

６月 安倍総理、記者会見で消費税増税（8%→10%）の２年半の再延期を発表
７月 社会保障審議会医療保険部会で、骨太2016及び経済・財政再生計画改革工程表等の指摘

事項について議論開始
中医協で、高額な薬剤への対応について議論開始

10月 柔道整復療養費改定（＋0.28%）
11月 消費税増税延期関係法案成立
12月 介護保険制度納付金総報酬割導入を含む政府予算案閣議決定

平成29年 ２月 緊急薬価改定（抗がん剤であるオプジーボの薬価▲50%）
５月 介護納付金の総報酬割導入を含む介護保険法改正法成立
６月 骨太2017、未来投資戦略2017閣議決定
７月 厚生労働省等が、支払基金改革、ビックデータ活用に係る工程表を公表

12月 診療報酬改定率の決定
本体+0.55%（国費+588億円）
薬価・医療材料▲1.45%（国費▲1555億円）
薬価制度の抜本改革▲0.29%（国費▲310億円）
全体▲1.19%
医療保険部会で、骨太2017及び経済・財政再生計画改革工程表の指摘事項等に係る議論
の整理とりまとめ

平成30年 ４月 新たな医療計画、医療費適正化計画、介護保険事業計画がスタ－ト
国民健康保険の都道府県化
保険者における新たなデータヘルス計画、インセンティブ制度がスタート



今後、保険者に求められる役割

 保険者機能を最大限に発揮し、加入者が常に健康に働くことができ
る環境「健康環境」を提供すること

◆どの様にして実現するのか？
 保険者が保有する加入者の健康データ・レセプトデータを分析し、企

業全体、職場、個人などに対して、適切なアドバイスを送れるように
することにより、疾病予防、重症化予防に結び付け、医療費削減など
につなげる＝事業主側の協力が不可欠

 健康に関する様々なデータ・情報を加入者に提供することにより、個
人の生活習慣の変容を促す

 例えば、健康に良い食材、レシピなどの情報、喫煙が人体に影響を
与える情報、気軽にできる運動に関する情報、ストレス解消が気軽に
できる運動、等々



今後、保険者に求められる役割

 国民皆保険制度の維持が危機的状況になってきた

 2025年以降に国民皆保険制度は破綻してしまうことが目に見えている

 国民ひとりひとりが、今日からでも医療費削減に向けて、自分ができることをや
ろうとする、やる気を引き出す

 保険者としても、これまでと同じ保険事業への取り組み方だけではなく、加入者
とその家族が、健康でいられることができる新たな事業に積極的に取り組もう

 その一つとして、森林セラピー、アロマセラピー、ホースセラピーなどに着目

→ これらの効果を得られる場所の提供、ならびに気軽に体験できる環境作りに
取り組む＝「健康環境」づくり

 そのためには、事業主側の理解も必要であるが、様々な自治体、団体との協力
関係が不可欠



【「健康保険組合連合会」による取組】
～「健康保険（2016年12月号）」で森林セラピーを紹介～



【「健康保険組合連合会東京連合会」による取組】
～「森林セラピー」をテーマとした健康教室を開催～



【「健康保険組合連合会」による取組】
～「健康保険（2017年11月号）」で「自然を生かした健康づくり」を特集～

（内容）

 東京連合会の新たな健康づくり

 健保連山梨連合会による「生活習慣病予防教室」

 東京都家具健康保険組合の保養所での取組事例

 学識者による海外の自然を活用した健康づくり事例
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【新たな動向①】「働き方改革実行計画」
～「メンタルヘルス等防止対策」として「森林空間における保養活動」が記載～

（出典）「働き方改革実行計画」工程表（平成29年３月28日働き方改革実現会議決定）
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【新たな動向②】「標準的な健診・保健指導 プログラム(案)」
～「保健指導」として「宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ステイ）プログラム」が記載～

(出典)「標準的な健診・保健指導プログラム(案)【平成30年度版】」(厚生労働省)

 従来の保健指導では十分に効果が得られなかった者や
健康への関心が低い者に対する保健指導の新たな選択
肢として、宿泊型新保健指導（スマート・ライフ・ス
テイ）プログラムを位置づけ。

 より効果性が高く重点的な保健指導プログラムとして、
保健指導対象者の健康課題や保険者等の実情に応じて、
利活用することができることとしている。

 本プログラムの実践を通して、保健指導実施者と宿泊
施設等の地域資源との連携が深まることにより、従来
の枠組みを越えた多様な地域連携の強化と資源発掘、
人材育成を促進し、これらが波及することによって健
康な地域づくり推進に貢献することができる。

多機関・多職種連携ですすめる宿泊型新保健指導
（スマート・ライフ・ステイ）プログラム



保険者の視点から「自然を生かした健康づくり」
を取り組むパートナー（農山村地域）に求めること

要素 理由 備考

① 疾病予防・健康づくり視点
での人材育成・プログラム
開発がなされている

・ 保険者としては、「疾病予防・健康づくりの効果があるプログラムであ
るのかどうか」で評価をする

＊ 平成30年度から適用される「第3期特定保健指導要領に記載がある、「宿泊型保
健指導プログラム」などの考え方も参考にしてはどうか？

＊ 特に地域自治体は、国保・広域連合を運営していることから、そこの保健事業の一

環として、初期は地域住民向けに実施をし、プログラムの上質化・OJTを行うことが

有効であると考える

② 官民が共有する中期的な
ビジョンがある

・ 地域の観光関連産業・農林業から、国保・広域連合の保健事業等の
多様な地域関係者が連携・協働するため

・ プログラムを段階的に上質化したり、多様なレベルでのOJTを通した
人材育成を着実に図るため

③ 官民連携等による安定的
な推進体制が構築されて
いるか

・ 保険者として加入者に案内することから、継続的かつ安定的な受入
が可能な体制が構築されていることが有効と考えられる

・ 市場や社会の動向に合わせて、弾力的にプログラムを改良・発展さ
せるためにも、民間事業者が参画していることが有効と考えられる

※「農泊」補助金で
重視する要件

④ ホスピタリティの高く、観光
コンテンツとしても上質な
プログラムの提供

・ 「健康づくりに関心がない層」やその家族の自発的な参加を促すた
め、魅力的なプログラムがあると有効と考えられる

・ 疾病予防・健康づくりを習慣化に向けてリピートを促進するためにも、
ホスピタリティが高い取組等があると有効と考えられる

※「農泊」補助金で
重視する要件

⑤ 効果的なコミュニケーショ
ンがなされていること

・ 「健康づくりに関心がない層」やその家族への関心を喚起できるよう
な世界観が確立されており、かつターゲットに合ったコミュニケーショ
ンツール等があると有効と考えられる

※「農泊」補助金で
重視する要件
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